
第６号様式（第１０条関係） 

 

平成２５年６月２４日   

 東 京 都 知 事  殿 

 

郵便番号 150-0002 

特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地    

東京都渋谷区渋谷三丁目２６番１６号第五叶ビル５階 

特定非営利活動法人の名称                  

特定非営利活動法人両育わーるど 

代表者氏名 重 光 喬 之                    印 

電話番号  050-3630-8508 

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号 

  

事 業 報 告 書 等 提 出 書 

  

 前事業年度(平成２４年１１月１２日から平成２５年３月３１日まで)の事業報告書等について、特

定非営利活動促進法第２９条（同法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び特定非営利活動促進法施行条例第４条の規定に

基づき、下記の書類を提出します。 

 

記 
  

１ 事業報告書  ２部 

２ 活動計算書  ２部 

３ 貸借対照表  ２部 

４ 財産目録   ２部 

５ 前事業年度の年間役員名簿   ２部 

６ 前事業年度末日における社員のうち１０人以上の者の名簿  ２部 

 

 

備考 

１ 特定非営利活動促進法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に

より提出する場合は、１から６までの書類の提出は各１部とします。 

２ 特定非営利活動促進法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に

より提出する場合は、「特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地」欄に都内における事務所の

所在地を併記してください。 

３ ５の書類は、前事業年度において役員であった者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者

についての前事業年度における報酬の有無について記載した名簿のことです。 

(日本工業規格A列4番) 



 書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

平成２４年度 事業報告書 
 

平成２４年１１月１２日 から 平成２５年３月３１日まで 
 
 
 
  

 
 特定非営利活動法人両育わーるど  
 
 １ 事業の成果 
 

平成24年度は、放課後等デイサービス提供施設と利用者への支援を実施した。あわせて調布市内の７
施設の子ども達と職員の処遇改善の意見集約を行い、市長への提言の支援を実施した。また、調布市内
の複数施設の子ども達と企業・地域住民・学生が交流する仕組み作りの補助事業が承認された。 

 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

 発達障害児
者への直接
及び間接支
援事業 

障害児への療育個別指導・
集団指導の体系化及び記録
と、必要とする人々への情
報提供と助言を行った。 

週２回のペー
スで１月～３
月 

調布市内の一
社会福祉施設 

  ６人 調布市内の社
会福祉施設と
利用者 
３０人 

185.94 

社会福祉施
設への運営
支援事業 

人材確保・育成、業務効
率の改善、運営体制作り
の支援を行った。 

週２回のペー
スで１～３月 

調布市内の一
社会福祉施設 

  ２人 調布市内の社
会福祉施設の
従業員 
１０人 

 185.94 

社会福祉施
設への情報
取扱支援事
業 

社会福祉施設の情報発信の
アドバイス、メディア掲載
や通信やサイト作成の支援
を行った。 

２月、３月 当法人事務所
内とオンライ
ン上 

  ２人 障害児と周囲
の人々 
３００人 

０ 

障害児者の
処遇改善及
びアドボカ
シー事業 

社会福祉施設へお金と人が
流れ込む仕組みを提案し、
障害児がよりよく育成でき
るようアドボカシー活動の
支援を当事者に行った。 

１２月、１月 調布市   ５人 調布市内の障
害児 
２００人 

  ０ 

障害児者の
支援者の処
遇改善及び
アドボカシ
ー事業 

社会福祉施設へお金と人が
流れ込む仕組みを提案し 
社会福祉施設従事者が、よ
りよく働けるようアドボカ
シー活動の支援を行った。 

１２月、１月 調布市 ５人 調布市内の社
会福祉施設従
事者 
５０人 

０ 

障害児者と
周囲の人々
との学び合
いの啓蒙事
業 

発達障害・知的障害に関す
るサイトを作成し、福祉分
野外との交流を図った。SN
Sの利用と補助事業として
取り組みを始めた。 
民間企業の現場視察ツアー
を実施した。 

１１月～３月 調布市内の複
数施設と近隣
の福祉系大
学、民間企業 

 １０人 ネット上を中
心 
４００人 

０ 

 
 



書式第９号（法第１０条・第２５条関係）　　

特定非営利活動法人両育わーるど
（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

正会員入会金 5,000
正会員受取会費 10,000
未収金 135,000

150,000

1,000,000
1,000,000

３　受取助成金等
受取補助金 0

４　事業収益
(1)発達障害児者への直接及び間接支援事業 185,940
(2)社会福祉施設への運営支援事業 185,940
(3)社会福祉施設への情報取扱支援事業
(4)発達障害児者の処遇改善及びアドボカシー事業
(5)発達障害児者の支援者の処遇改善及びアドボカシー事業
(6)発達障害児者と周囲の人々との学び合いの啓蒙事業 371,880

５　その他収益
受取利息
雑収入 0

経常収益計 1,521,880
Ⅱ　経常費用

１　事業費
(1)人件費

給料手当 270,000
退職給付費用
福利厚生費
ボランティア経費 4,000
顧問料
人件費計 274,000

事務費
会議費 3,500
旅費交通費 20,400
施設等評価費用
減価償却費
賠償責任保険加入費
慶弔交際費
職員研究費 800
印刷製本費
システム開発費 13,884
システム運用費 950
処遇改善活動費
啓蒙活動費
基金運用費
諸雑費 374
その他経費計 39,908

313,908
２　管理費

(1)人件費
役員報酬
給料手当 180,000
退職給付費用
福利厚生費
人件費計 180,000

事務費 15,298
水道光熱費
通信運搬費 10,936
地代家賃 78,750
旅費交通費 36,290
減価償却費
諸雑費
その他経費計 141,274

(3)予備費 0
321,274

635,182
886,698

Ⅲ　経常外収益
0 0 0

Ⅳ　経常外費用
0

税引前当期正味財産増減額 886,698
法人税、住民税及び事業税 0
前期繰越正味財産額 0

　　次期繰越正味財産額 886,698

経常費用計
当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計

受取寄附金
施設等受入評価益

(2)その他経費

事業費計

(2)その他経費

管理費計

平成２４年度　　活動計算書

　　平成２４年１１月１２日　から　平成２５年３月３１日まで

科 目 金 額

賛助会員受取会費
２　受取寄附金



書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人両育わーるど

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 1,215,582

未収金 135,000

　流　動　資　産　合　計 1,350,582

２　固定資産

　固　定　資　産　合　計

資　　産　　合　　計 1,350,582

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

短期借入金 13,884

未払金 450,000

　流　動　負　債　合　計 463,884

２　固定負債

　固　定　負　債　合　計

負　　債　　合　　計 463,884

Ⅲ　正味財産の部

 前期繰越正味財産 0

 当期正味財産増減額 886,698

 正味財産合計 886,698

負債及び正味財産合計 1,350,582

平成２４年度  貸借対照表

平成２５年３月３１日現在

科 目 金 額



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人両育わーるど

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計基準協議会）

によっています。
　

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

発達障害児
者への直接
及び間接支
援事業

社会福祉施
設への運営
支援事業

社会福祉施
設への情報
取扱支援事

業

発達障害児
者の処遇改
善及びアド
ボカシー事

業

発達障害児
者の支援者
の処遇改善
及びアドボ
カシー事業

発達障害児
者と周囲の
人々との学
び合いの啓

蒙事業

事業部門計 管理部門計 合計

Ⅰ　経常収益 0 0

受取会費 0 150,000 150,000

受取寄附金 0 1,000,000 1,000,000

受取助成金等 0 0

事業収益 185,940 185,940 371,880 371,880

その他収益 0 0

経常収益計 185,940 185,940 0 0 0 0 371,880 1,150,000 1,521,880

Ⅱ　経常費用 0

人件費 0

給料手当 100,000 100,000 40,000 10,000 10,000 10,000 270,000 180,000 450,000

ボランティア経費 2,000 2,000 4,000 4,000

人件費計 100,000 100,000 40,000 12,000 12,000 10,000 274,000 180,000 454,000

その他経費
事務費 15,298 15,298

会議費 3,500 3,500 3,500

旅費交通費 10,200 10,200 20,400 36,290 56,690

通信運搬費 10,936 10,936

職員研修費 800 800 800

システム開発費 13,884 13,884 13,884

システム運用費 950 950 950

地代家賃 0 78,750 78,750

諸雑費 187 187 374 374

その他経費計 10,200 10,200 187 187 19,134 39,908 141,274 181,182

経常費用計 110,200 110,200 40,000 12,187 12,187 29,134 313,908 321,274 635,182

当期経常増減額 75,740 75,740 △ 40,000 △ 12,187 △ 12,187 △ 29,134 57,972 828,726 886,698

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法
０

科目

 １．

 ２．

 ３．

 ４．

平成２４年度　計算書類の注記

 ５．

（１）

（２）

（１）



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は886，698円ですが、そのうち0円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は886，698円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計 ０ ０ ０ ０

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

合計 ０ ０ ０ ０ ０ ０

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
0 13,884 0 13,884
0 13,884 0 13,884

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

（活動計算書）
受取寄付金

活動計算書計

（貸借対照表）
未払金

貸借対照表計

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

内容 備考

科目

科目
短期借入金

合計

科目
計算書類に計上され

た金額
内役員及び近親者と

の取引

1,000,000 0
0 0

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

各事業の経費及び事業費と管理に共通する経費については、従事割合に基づき按分しています。

450,000 0
0 0



書式第１７号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人両育わーるど

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行普通預金 1,215,582

未収金

正会員受取会費 90,000

正会員入会金 45,000

　流　動　資　産　合　計 1,350,582

２　固定資産

　固　定　資　産　合　計 0

資　　産　　合　　計 1,350,582

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金

　事務用品購入代給与 450,000

短期借入金

理事長借入金 13,884

　流　動　負　債　合　計 463,884

２　固定負債

　固　定　負　債　合　計 0

負　　債　　合　　計 463,884

正　　味　　財　　産 886,698

平成２４年度　　財産目録

　平成２５年３月３１日現在

科 目 金 額


